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本学を支えてくださる皆様へ

大学が目指すもの
大学の理念
人類社会の持続的発展に資するため、海洋を巡る学問及び科学技術に係わる基礎的・応用的教育研究を行います。

大学の人材養成と目標
我が国が海洋立国として発展し、国際貢献の一翼を担っていくためには、国内唯一の海洋系大学である東京海洋
大学が、「海を知り、海を守り、海を利用する」ための教育研究の中心拠点となって、その使命を果たす必要があ
ります。このような基本的観点に立ち、本学は、研究者を含む高度専門職業人養成を核として、海洋に関する総合
的教育研究を行い、次の能力・素養を有する人材を養成します。

1.　海洋に対する科学的認識を深化させ、自然環境の望ましい活用方策を提示し、実践する能力
2.　論理的思考能力、適切な判断力、社会に対する責任感をもって行動する能力
3.　現代社会の大局化した諸課題について理解・認識し、対応できる実践的指導力
4.　豊かな人間性、幅広い教養、深い専門的知識・技術による課題探求、問題解決能力
5.　国際交流の基盤となる幅広い視野・能力と文化的素養

大学像
海洋分野において国際的に活躍する産官学のリーダーを輩出する世界最
高水準の卓越した大学を目指します。

大学の研究領域
本学は、環境、資源、エネルギーを中心に、これら３領域の複合部分、
周辺領域を含めた幅広い研究に取り組みます。

東京海洋大学は、東京商船大学と東京水産大学が統合して以来 15年目を迎えてお
ります。昨年開設した海洋資源環境学部を加え、従来にも増して大気から海上・海中
そして海底下までの海洋に関する総合的な教育研究を行う組織体制といたしました。
本学は世界の急速なグローバル化に対応し、「国際的に活躍する産官学のリーダーを
輩出する世界最高水準の卓越した大学」を目指します。さらに中長期的な方向性を教
職員が共有するために、「ビジョン 2027」を策定し 3年目となったことに鑑み、バー
ジョン 2を現在作成中で、更なるレベルアップを図ります。これにより、海洋の未
来を拓くトップランナーの実現が可能となります。
この様な現状において、本学の教育・学生支援、研究、国際交流、社会・地域連携、
管理運営、並びに財務状況が、どのように行われているかをステークホルダーである
皆様方に明確にわかりやすくお伝えすることは重要であると考えます。ここに、平成
29 年度年次報告書を作成し、広く皆様方にお知らせし、より一層のご理解とご支援
を賜り、本学を支えていただきたくお願い申し上げる次第です。

国立大学法人東京海洋大学長
竹 内　俊 郎

環境

資源 エネルギー

創生

※この図は研究領域を示すもので、組織を示すものでは
ありません。
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ビジョン 2027　ー海洋の未来を拓くためにー
今日、アジア・太平洋地域において法に基づく海洋秩序の確立が求められ、また東日本大震災を踏まえたエネル
ギー戦略の見直しの過程で、海洋エネルギー・鉱物資源開発等への期待が高まっています。このような中で本学は、
海洋国家としての日本にとってますます重要となる海洋に関する学術諸分野の教育・研究の拠点となり、その水準
と独創性を持って国内外で高い評価を受ける大学へと進化発展し、明日の海洋分野を担い新たな産業を創造する人
材を育成しなければなりません。
海洋の未来を拓くトップランナーとしてその実現を図るため、中長期的な方向性の共有を目指した「ビジョン
2027 －海洋の未来を拓くために－」を 2015 年に策定しました。

ビジョン 2027　アクションプランの概要

教育
教育ガバナンス・教学マネジメントの確立

国際的な基準を満たす質の高い教育を保証するカリキュラムを
組み立て、海洋分野で世界をリードする独創的な教育プログラム
の構築を図るとともに、国内外の海洋関連機関との連携を行いな
がら、世界最高水準の教育を実施し、産官学のリーダーを輩出す
る。

［アクションプラン］
1.　国際的な基準を満たす質の高い教育の確立
2.　海洋分野で世界をリードする独創的な教育プログラムの確立
3.　国内外の海洋関連機関等との連携
4.　産官学のリーダーの輩出

国際化
国際性豊かなキャンパスの創造

海事・水産分野が我が国の近代化過程において最先端の国際性
を有してきた伝統に立脚し、グローバル時代にふさわしい国際性
豊かなキャンパスを創造する。

［アクションプラン］
1.　多文化交流が可能な国際性豊かなキャンパスの形成
2.　多様なグローバル人材の育成
3.　海外との連携および共同研究・教育事業の展開
4.　国際交流を推進する組織体制の強化

管理・運営
学長のリーダーシップによる効率的・合理的なユニバーシティ・ガバナンスの実現

学長のリーダーシップの下、効率的・合理的な管理・運営が行われるユニバーシティ・ガバナンスを実現する。また、多様な外部研究資
金はもちろん、新しい時代の国立大学法人にふさわしい多様な資金を確保し、無駄のない財務運営を通して、学生の勉学や課外活動等に十
分な施設と環境を整備する。一方、教職員に対しては、教育・研究・社会貢献・管理運営に邁進できるよう、業績評価と能力評価、並びに
それらを適切に反映する給与体系を構築する。

［アクションプラン］
1.　効率的・合理的な管理・運営が行われるユニバーシティ・ガバナンスの実現
2.　多様な資金の確保、無駄のない財務運営
3.　学生の勉学や課外活動等に十分な施設と環境の整備
4.　業績評価と能力評価、並びにそれらを適切に反映する給与体系の構築　
5.　女性が安心して働ける職場環境の整備

社会・地域連携
地域創生の推進・研究支援人材の育成

本学における教育・研究の成果をもって、我が国および世界の
地域社会や海洋関連産業界との連携を強化し、諸課題の解決や産
業振興に貢献する。

［アクションプラン］
1.　水産・海事・海洋分野における地域産業振興と新たな産業や

事業の創出への貢献
2.　水産・海事・海洋分野におけるイノベーションに貢献する高

度研究支援人材の育成
3.　国民の海洋および水産・海事・海洋関連産業に関わる理解促

進、地域社会等における連携と新たな地域創生への展開

研究
世界トップクラスの研究推進・若手人材の育成

科学技術の未来像を海洋分野で具現化する中心を担いつつ、海
洋・海事・水産各分野におけるトップクラスの研究および産業界
と緊密に連携した実学重視の研究を行う。

［アクションプラン］
1.　組織的な研究支援体制の構築および制度の充実
2.　将来におけるトップクラスの研究を支える人材の育成
3.　国際レベルでの競争力強化および共同研究の充実
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年次報告編

Ⅰ．教育・学生支援について

グローバル人材育成の取組み
海洋生命科学部（学年進行による海洋科学部を含む。）及び海洋資源環境学部では、グローバル人材育成推進事業の一環として、平

成 26 年度入学者から学部 4 年次への TOEIC L&R スコア 600 点の進級要件化を導入しているほか、1 ヵ月程度の期間、海外の企業・
大学等に学生を派遣する「海外派遣キャリア演習」を実施しています。

海洋工学部では、平成 26 年度からグローバル・リーダーシップ・イニシアティブ（GLI）認定コースを設置し、グローバルなコミュ
ニケーション能力、教養、リーダーシップを育成するためのコースワークプログラムにより学生のグローバル化を支援しています。ま
た、平成 29 年度から学部カリキュラムに「学外実習（海外）」を開設するなど、海外インターンシップ等を積極的に推進しています。

学生支援教員制度等
学部学科ごとに複数の教員が学生支援教員として、入学時から卒業までの修学支援を行う学生支援教員制度があります。また、海洋

工学部では同制度に加えて、学生が毎年一人の教員を定めてアドバイスを受けられる指導教員制度があります。
修学アドバイザリー制度
海洋工学部では、GPA（成績の平均点）データを有効に活用して、よりきめ細かな履修指導が必要とされる成績不振学生に対し、

改善を促すための支援を行うことによって、教育の質的向上を目指しています。

経済的な理由により学業の継続が困難な学生や学業が優秀な学生に対し、有意義な学生生活が送れるよう、様々な経済支援を行って
います。

入学料・授業料免除

経済支援給付制度

日本学生支援機構他、奨学生数

一人でも多くの学生が希望する職場へ就職できるようにするため、
きめ細かい就職支援をしています。
●就職ガイダンス・エントリーシート添削指導及び模擬面接指導
（60 回　参加者数延べ 2,054 人）
●公務員試験対策講座（3 回　参加者数延べ 35 人）
●就職相談（相談者数延べ 1,056 人）
●合同企業説明会、個別企業説明会（145 回　参加者数延べ

1,795 人）

奨学金

(単位：倍)

修学支援

奨学金等経済支援

就職支援 志願倍率

平成28年度
入試

平成29年度
入試

平成30年度
入試

海洋科学部 5.5

海洋生命科学部 6.3 5.4

海洋工学部 4.5 5.6 4.4

海洋資源環境学部 6.7 5.6

大学院博士前期課程 1.3 1.2 1.1

大学院博士後期課程 0.6 0.8 0.7

学資負担者の経済状況の悪化により、家計が急変した学生への経済支援制度 申請者　無

区分 学部等 大学院 合計 東日本大震災被災学生

入学料
前期 0 10 10 1
後期 0 1 1 0
計 0 11 11 1

授業料
前期 171 170 341 6
後期 174 166 340 7
計 345 336 681 13

(単位：人)

※学部等には水産専攻科、乗船実習科含む
※授業料免除は、全学免除・半額免除の合計数

学業優秀奨学金
博士後期課程進学者 10

指定試験合格者 6

(単位：人)

区分 海洋科学部 海洋生命科学部 海洋工学部 海洋資源環境部 大学院 水産専攻科 乗船実習科 計

日本学生支援機構 180 41 182 23 140 10 9 585

その他 16 0 63 0 22 0 9 110

合計 196 41 245 23 162 10 18 695

(単位：人)
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奨学金

Ⅱ．研究について

報道関係者との懇談会を定期的に開催し、次の研究トピックスを発表しています。
●閉鎖生態系循環式魚類飼育システムの構築
●超深海への挑戦～「FISH2017」航海報告
●ペプチドホルモンの腸管吸収性の向上：食べるホルモンで産卵を誘発
●定置網における海亀脱出支援システムの開発について

機能強化の方向性に応じた重点支援等（文部科学省機能強化経費〈機能強化促進分〉）（平成28年度～平成33年度）
第 3 期中期目標・計画期間（平成 28 年度～平成 33 年度）から、本学の強み・特色を最大限にいかし､ 自ら改善 ･ 発展する仕組み

を構築することにより、持続的な「競争力」を保ち、高い付加価値を生み出すことを目的に、大学自らが定めた「重点的取組（全体パ 
ッケージ）」の「戦略」に基づく取組について支援を受けています。
●国際競争力強化のための海洋産業人材育成組織の構築（戦略 1）
●海洋科学技術研究における中核的拠点形成　海洋利用の新時代に向けた海洋環境観測・生態系ストレス検出技術の刷新（戦略 2）

研究活動
●「海鷹丸（うみたかまる）」では、情報・システム研究機構国立極地研究所と共同公募申請・採択された文部科学省事業「南極地域観

測事業基本観測」によりオーストラリア南方海域の東経110 度線に沿った海洋観測を行っています。このほか環境省からの研究費
を獲得して九州大学との共同によりマイクロプラスチックなどの漂流ごみや海底ごみに関する調査などを実施しました。

●「神鷹丸（しんようまる）」では、駿河湾での地震探査装置を用いた海底下精密構造調査、マイクロプラスチックなど漂流ごみのネッ
ト採集と目視観測（環境省）を実施しました。

●「汐路丸（しおじまる）」では、「自律型海上輸送システムの研究」に関する実践実験を民間企業等 7 社で行っているほか、
OZT(Obstacle Zone by Target) に関する研究を民間企業等 4 社で実施しました。

●「青鷹丸（せいようまる）」では、東京湾の水質とプランクトン群集の長期モニタリング（1980年ごろからほぼ毎月実施）、相模湾で
の延縄（はえなわ）試験操業、館山湾の潮汐周期と魚群分布の関係に関する研究などを実施しました。
教育関係共同利用
大学が保有している練習船を用いて、他の教育・研究機関等との「教育」「研究」「調査」の共同利用を実施しています。
練習船のうち、「神鷹丸」「汐路丸」について、教育関係の共同利用に関する制度や組織を整備し、練習船を保有していない大学に対

しても洋上教育の場を提供することで、更なる日本の海洋科学技術教育の発展に寄与しています。
神鷹丸では、3 大学（北里大学・静岡大学・東邦大学）3 件の共同利用、また汐路丸では、3 大学（芝浦工業大学・日本大学・横浜

国立大学）4 件の共同利用を実施しました。

Ⅲ．国際交流について

研究トピックス

文部科学省等で採択された先進的な教育研究プログラム

練習船を活用した教育及び研究活動の推進

国際交流事業

海鷹丸 青鷹丸汐路丸神鷹丸

事業名（機関名） 課題名等 相手国 開始年度 実施期間

二国間交流事業
〈独立行政法人日本学術振興会（JSPS）〉

東南アジアをリードするマングロー
ブガニ種苗生産技術の確立 マレーシア 平成 28 年度 2 年間
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奨学金の受給があり最長1年間の留学ができる制度
世界各国の大学と短期交換留学という形で学生交流に関する協定を結んでいます。
この交換留学には、滞在期間中「受け入れ大学は入学金、授業料を取らない」「履修した科目の単位を認定できるようにする」「生活

面、教育面での指導や、適当な宿舎を探せるよう受け入れ側で援助する」などいくつかのメリットがあります（本学への授業料を納入
する必要がありますが、海外の大学の授業料は日本より高額なので有利です）。

学生交流協定校への学生の派遣については、いくつかの奨学金制度があり、学内での選考により受給者を決定します。

Ⅳ．社会貢献について

「船のエンジンの話」－最先端技術を知る－　平成29年 7月 8日～ 7月 9日
船の巨大な推力を生みだすエンジンや推進システム装置の仕組み、これらの高効率化や環境負荷低減のための最新技術、船を効率的

に運航させるためのマリンエンジニアの役割などの講義を行いました。

主な講演会・イベント等

大学開催国際交流イベント

学生交流協定校への交換留学制度（短期派遣）

公開講座

「海の日」記念行事
実施場所 実施内容 実施日

品川キャンパス マリンサイエンスミュージアム特別一般公開、海の生き物タッチングプール、練
習船「青鷹丸」東京港体験クルーズなど

平成 29年
７月 17日

越中島キャンパス 明治丸・百周年記念資料館・明治丸記念館公開、ロープワーク教室、光の工作、
「やよい」「らいちょうN」ミニクルーズなど

イベント名 共催者等

神鷹丸シンポジウム
（韓国・韓国海洋大学校岸壁）

韓国海洋大学校、全南大学校、韓国海洋開発院、江原
大学校、木浦海洋大学校、釜慶大学校、釜山大学校、
韓国海洋科学技術院、韓国水産科学院、上海海洋大学

東京海洋大学・上海海洋大学合同シンポジウム（中国・上海海洋大学） 上海海洋大学
東京海洋大学・シンガポール国立大学
食品の科学と工学に関する共同シンポジウム（シンガポール・シンガポール国立大学）

シンガポール国立大学、カセサート大学、浙江工商大
学、マレーシアプトラ大学、北海道大学

第 7 回東京海洋大学・韓国海洋開発院共同セミナー （東京海洋大学） 韓国海洋開発院
KMOU-TUMSAT 共催　博士前期・後期課程学術講演会（東京海洋大学） 韓国海洋大学校

海鷹丸セミナー（オーストラリア・ホバート市） オーストラリア南極観測局、南極気候生態系共同研究
センター、情報システム研究機構国立極地研究所

華東理工大学との全学的交流推進のためのミニシンポジウム（東京海洋大学） 華東理工大学
韓国水産科学院・東京海洋大学第一回合同シンポジウム

「日韓における養殖と魚病、バイオテクノロジーの研究を考える」（東京海洋大学） 韓国水産科学院

イベント名 実施日 備考
順風満帆
～商船教育を支えた明治丸、月島丸、大成丸～

平成 29 年   5 月 25 日
       ～9 月 29 日

主催：明治丸海事ミュージアム
共催：東京海洋大学附属図書館

展示会「和船模型の魅力」 平成 29 年   5 月 27 日
          5 月 28 日 主催：東京海洋大学附属図書館

第 16 回明治丸シンポジウム「明治丸が拓いた小笠
原との航路」～小笠原諸島返還 50 周年に向けて～ 平成 29 年   7 月 17 日

主催：東京海洋大学　
後援：小笠原諸島返還 50 周年記念事業実行委員会
協力：深川観光協会、NPO 法人江東区の水辺に親しむ会

女子学生のためのキャリアパスセミナー 平成 29 年   7 月 28 日 主催：東京海洋大学 男女共同参画推進室女性研究者支援機構

こども霞が関見学デー 平成 29 年   8 月   2 日
          8 月  3 日 主催：文部科学省

マリンサイエンスミュージアム特別展
「透明標本を利用してサイエンスを楽しもう」

平成 29 年 10 月 31 日
       ～ 12 月 8 日 

主催：東京海洋大学マリンサイエンスミュージアム
共催：魚類学研究室

第 9 回企画展示「船が育んだ江戸」（1）
海－海流・海難・海損－

平成 29 年 12 月 12 日
平成 30 年   2 月 17 日

主催：東京海洋大学附属図書館
共催：明治丸海事ミュージアム
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震災復興プロジェクトや他大学・自治体と連携した「SANRIKU（三陸）水産研究・教育拠点形成事業」等の共同プロジェクトの成
果にもとづき、漁業者や水産加工会社との技術相談や共同研究を実施するなど、宮城県気仙沼市に設置している三陸サテライトを起点
として、震災で甚大な被害を受けた地域への支援活動を行っています。また、文部科学省科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事
業においては、本学が代表機関となり、岩手大学、北里大学の３大学を中心に「水産海洋イノベーションコンソーシアム」を構成し、
宮城県気仙沼市、岩手県盛岡市、東京都墨田区に推進室を設置して研究支援人材（リサーチ・アドミニストレーター）が地域と研究を
つなぐ活動を展開しています。

海洋系の高等学校を中心にいくつかの高等学校との間で、高大連携による協定を締結しています。この連携は高校生が大学の講義を
体験し、キャンパスの雰囲気に直接触れることによって、学問に対する意欲の啓発や進路意識の向上を図り、また、最新の研究情報や
実習施設・機器に触れることにより、学習をより深化させる一助とすることを目的としています。
連携校一覧
東京都立大島海洋国際高等学校、神奈川県立海洋科学高等学校、千葉県立銚子商業高等学校、千葉県立館山総合高等学校、富山県立

氷見高等学校、奈良学園中学校・高等学校、千葉県立大原高等学校（7 校）
教育内容

Ⅴ．管理・運営について

平成15 年10月に行われた東京商船大学と東京水産大学の統合に続き、学部の再編・融合による平成29年４月からの海洋資源環境
学部の新設は、文部科学省の支援の下に行われた大規模な組織改革です。 

海洋資源環境学部においては、「海洋基本計画」や社会からの要請が強い海洋における再生可能エネルギー及び海底資源の探査・利
用に関する海洋開発学等の教育・研究を新たに取り扱い、海洋科学部から名称変更した海洋生命科学部、海洋工学部との３学部により、
海洋に関する総合的分野を扱う大学として更なる機能強化を行うとともに、海洋産業の創出や発展に貢献します。 

大学院においても、学部改組に対応し、学部・大学院の一貫した教育研究の体系性を確保するための組織整備を行いました。

大学改革を適切に進めるためのガバナンス強化については、平成 27 年５月に、学長の下に設置した「経営企画室」の規則を改め教
職員の協働体制によることとし、「ビジョン 2027」及びそのアクションプランの策定等、学長のリーダーシップの下で大学の理念を
実現可能な目標・計画として具体化するための中核機能を担ってきました。

平成 29 年度においては、経営企画室に理事・副学長を主査とした「混住型新寮等検討チーム」、「収益事業検討チーム」、「教育研究
上の目的及び３ポリシー検討チーム」、「富浦ステーション運営検討チーム」に加え、新たに「内部質保証推進チーム」、「特定事業組織
審査チーム」及び「海洋人材育成アドバイザリーボード」を設置し、具体的な経営的課題への対応を行っています。なお、各チームは
教職員の協働体制となっていますが、特に職員は実務を熟知した事務担当者を配し、トップマネジメントの下に、関連法令への対応や
大学の実情を踏まえた事業推進が行われています。更に、これらのチームのほかに、「ビジョン 2027 検証チーム」を設置し、分野ごと（教
育、研究、国際化、社会・地域連携、管理・運営）に目標・計画に沿った活動が行われているかどうかの検証活動を行いました。 

また、「経営企画室」のほか、学長の下に「IR 室」、「国際交流推進室」の２つの室を設け、学長主導のマネジメントが確実に実施で
きる体制を整備しています。

IR 室は、学長の意思決定支援のために学内外の教育研究等のデータを継続的に収集し、可視化・分析を行っている学長直轄の組織で、

東日本大震災への対応・取組

高大連携

教育組織の再編

ガバナンス体制の強化

参加校 内容

東京都立大島海洋国際高等学校

公開講座 「海の科学」

出張講義

「研究内容について」
「キャリアについて（なぜ大学教員になったか）」
「大学生の学習について」
「高校で身につけるべき学力や経験について」
「大学（研究）で求められる学力、知識、経験について」

神奈川県立海洋科学高等学校 公開講座 「海の科学」
出張講義 「鯨類学について」

富山県立氷見高等学校 出張講義 「水産研究と国際協力」
奈良学園中学校・高等学校 公開講座 「海の科学」

第 4 回水産海洋イノベーションコンソーシアムフォー
ラム「産学官連携機能強化に向けたグローカルな研究
支援人材像」

平成 30 年   1 月 23 日 主催：水産海洋イノベーションコンソーシアム
（東京海洋大学、岩手大学、北里大学）

講演会「船が育んだ江戸」（1）海－海流・海難・海損－
講師：苦瀬博仁 , 岩坂直人 , 大貫伸 , 金岡京子 平成 30 年   2 月 10 日 主催：東京海洋大学附属図書館
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平成 29 年 6 月には、継続して点検・分析すべきデータ項目を定め、経年変化等をグラフで確認できるようにした基礎データ集である 
「東京海洋大学ファクトブック」を作成し、学長を始め大学執行部へ説明・提供しているほか、学長の依頼に基づきデータ分析を実施
しています。

国際交流推進室は、平成 29 年３月に本学の国際事業を統括する組織として学長の下に設置し、室長に国際担当理事を配置することで、
各種国際的プロジェクトを掌握して情報の共有化および横断的な連携が円滑に行われるよう配慮するとともに、大学の方向性に基づいて
事業を実施する体制を確保しています。国際交流推進室には、各種国際的プロジェクトの担当教員や語学教育担当教員、事務担当、各委
員会を所掌する事務職員等が参画し、プロジェクトの企画・立案や、関連する業務について密接に連携し支援する体制を整えています。

これらの学長直轄の組織により、責任あるマネジメント体制を確保するとともに、学長の意思決定から実行までの迅速性、データを
用いた現状分析による判断の正確性、学長主導の PDCA サイクルによる信頼性を担保しています。

平成 29 年度学長裁量経費については、学長のビジョンに基づく仕組み（事業計画）により、学長のリーダーシップの下、一般運営
費交付金の計上額以上の予算を確保して「大学改革・機能強化等推進事業」、「大学環境整備事業」及び「法人運営活性化事業」を戦略
的に実施しました。

クロス・アポイントメント制度※を導入し、平成 29 年 4 月からデンマーク及びノルウェーの第一線の外国人研究者を本学教員とし
て招へいしています。平成 29 年度は、同年 4 月に設置した海洋資源環境学部において、2 年次以降の専門科目（General 
Oceanography や Marine Resource Energy 等）をこれらの外国人教員が英語で授業を行うための準備ならびに調査航海やワーク
ショップ等の研究活動を積極的に行いました。
※二つ以上の組織と雇用契約を結び、一定の勤務割合の下で、それぞれの組織における役割分担や指揮命令系統に従いつつ、研究・開発および教育などの業務に従事することを可能にする制度です。

平成 29 年４月の海洋資源環境学部設置等にあたり、事務組織の改組体制を整え、新たに基金獲得策の対応を目的とした基金渉外課、
留学生支援・学生の海外派遣プログラム・教職員の海外派遣・国際交流事業・大学開催国際交流イベントなど研究面、教育面での国際
交流支援業務をまとめた国際・教学支援課の設置等、事務サポート体制を整備しました。また、教育の質の保証及び改善のため、学長
の下に「内部質保証推進室」を設置し、平成 30 年 4 月から、教職協働により、教育の内部質保証に関する施策の企画立案を行うほか、
各部局・各委員会で実施している教育の内部質保証に関する取組や課題を総合的に取りまとめ、全学的な視点から調整・評価・改善指
導を行うこととしました。

「海なみ」は、男女協働で輝く新たなダイバーシティ環境の創造をめざし、次の活動を行っています。
1.　女性研究者のライフイベントと教育研究の両立支援活動
2.　教育研究と生活の調和（ワークライフバランス）推進活動
3.　女性研究者の裾野拡大活動
両立支援、調和推進の活動として、①ライフイベントにより、研究活動の継続が困難になった教

員に支援員 (RS：Research Supporter) を配置する人的サポート RS 制度、②一時休憩室や幼児用
プレイルーム等のサポート施設の運営、③両立支援、キャリア相談などメンタルサポートなどを行っ
ています。

裾野拡大の活動として、中・高校生、大学生向けに『女子学生のためのキャリアパスセミナー』
を毎年開催しています。セミナーでは、卒業生による講演とフリー懇談会を実施し、未来の “海洋の
専門家” 育成のために、多様なキャリアパスやロールモデルを紹介しています。

これらの活動を通じて、女性研究者の支援のみならず未来の女性研究者を増やすことに貢献して
います。

学長裁量経費の積極的な配分

新学部担当外国人教員の採用および教育プログラムの実施準備

事務組織の再編

男女共同参画推進室 女性研究者支援機構（通称：海なみ）

（　）は女子の内数である。
区分 人数

役員 7 （1）
教員 254 （35）

職員
事務系職員 138 （57）
技術系職員 95 （12）
合計 494 （105）

区分 人数

学部

海洋科学部 913 （357）
海洋生命科学部※ 182 （84）
海洋工学部 755 （138）
海洋資源環境学部※ 118 （41）

大学院 海洋科学技術研究科 876 （332）
水産専攻科・乗船実習科 水産専攻科

乗船実習科
39
56

（12）
（6）

研究生等 研究生等 98 （46）
合計 3,037 （1,016）

役員・職員数 学生数
教職員数・学生数（平成 29 年 5 月 1 日現在）

（　）は女子の内数である。

※平成29年4月の教育組織再編により在籍者は1年生のみである。
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財務報告編

Ⅰ．教育関係経費の状況

教育経費の推移（直近 3 ヵ年度）

学生納付金の推移（直近 3 ヵ年度）

学生一人当たり教育経費の推移（直近 3 ヵ年度）

教育経費とは、本学の特色である練習船運航に係る費用（重油代・
検査工事代等）や、教育施設の充実・維持管理にかかる費用及び、成
績優秀者への奨学金や入学・授業料免除に係る奨学費等の学生生活に
密接に関わる経費を指します。

平成 29 年度は、平成 28 年度に（旧）神鷹丸売払収入等を使用し
た改修工事等が行われていたことにより対前年度 187 百万円減の
1,234 百万円となっておりますが、給水設備等ライフライン再生工
事（品川）の 31 百万円や平成 28 年度より 3 百万円増加した「日中
韓版エラスムス」を基礎とした海洋における国際協働教育プログラム
の文部科学省補助事業 18 百万円等があったことにより、教育経費が
経常費用の全体の 14.3% を占めています。

また、大学基金等により学生の修学・課外活動支援、国際交流活動
を推進し、経済的理由で修学や留学を断念することがないよう学生を
支援していきます。

平成 29 年度の学生納付金収入は、現金収入額で授業料 1,257
百万円、入学料 203 百万円、検定料 48 百万円、総額 1,508 百万円
となっています。

平成 29 年度は、平成 28 年度に比べ在学学生数の減等により授業
料収入が７百万円減少しましたが、平成 27 年度と比較すると増加し
ております。

なお、経済的な事情等により修学が困難な学生に対しては、授業料
を免除する制度があり、入学料免除と合わせると平成 29 年度はのべ
706 名、計 137 百万円の免除を実施いたしました。

なお、授業料免除により生じた収入欠損に対しては文部科学省から
財政措置が行われています。

学生一人当たり教育経費は、教育経費 ÷ 学生数で求められ、この
数値が大きいほど学生一人当たりにかけられた教育経費が高い（財務
的に教育活動が盛ん）ことを示します。

平成 29 年度は、上述の教育経費の減少から対前年度 64 千円減の
465 千円となっておりますが、この金額は平成 28 年度の文部科学省
による大学分類 B グループ（P.13）の平均である 342 千円及び全国
立大学平均 325 千円を大幅に上回っています。

※平成 28 年度は全国立大学法人 86 法人中、本学は 6 位。

これは、本学が B グループで唯一練習船を所有しており、国内唯
一の海洋系大学として高度専門職業人養成を目標に、実習等の少人数
教育を中心とした教育活動に積極的に取り組んでいることが大きな要
因となっていると考えます。

POINT

POINT

POINT

※損益計算書上の授業料収益は、授業料収入から固定資産購入費用を控除する等の会計
処理を行い算出したものであり、現金収入額とは一致しません。

※専攻科等除く。
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Ⅱ．研究関係経費の状況

研究経費の推移（直近 3 ヵ年度）

外部資金獲得額の推移（直近 3 ヵ年度）

教員一人当たり研究経費の推移（直近 3 ヵ年度）

外部資金獲得額は「科学研究費補助金等（以下、科研費等という）・
受託事業・共同研究・受託研究・寄附金（現物寄附含む）」の総額を
指します。

平成 29 年度は、共同研究・受託研究の受入額が減少した一方で、
科研費等が 53 百万円増加したことや寄附金が 31 百万円増加したこ
とにより、外部資金獲得額の合計額は対前年度 53 百万円増の 1,416
百万円となっています。

外部資金獲得に向けた取り組みとしては、重点研究課題において研
究支援人材（リサーチ・アドミニストレーター）を置き、その研究支
援活動費として 3 百万円の予算措置を行い、申請書作成支援、共同
研究マッチング支援、知的財産の取扱い支援等を行いました。その結
果、重点研究課題から科学研究費補助金 2 件が採択されるなど、着
実に外部資金獲得の成果を上げています。

なお、科研費等、共同研究、受託研究、寄附金の合計額が 1,000 
万円以上の教員等については、本学における研究の高度化と一層の活
性化への貢献に対して学長賞の付与を継続しています。また、寄附金
については、基金渉外課を設置する等、戦略的に基金を獲得するため
の学内体制を整えました。

教員一人当たり研究経費は、研究経費 ÷ 教員数で求められ、この
数値が大きいほど教員一人当たりに研究活動で使用される経費が大き
い（財務的に研究活動が盛ん）と判断されます。

平成 29 年度の教員一人当たり研究経費は、対前年度 172 千円減
の 2,284 千円となっており、この金額は平成 28 年度の文部科学省
による大学分類 B グループ（P.13）の平均である 3,832 千円及び全
国立大学平均 2,691 千円よりも少額となっております。

※平成 28 年度は全国立大学法人 86 法人中、本学は 41 位。

これは、本学では、練習船に係る支出をすべて教育経費に計上して
いるため、仮に練習船において発生した費用に研究経費として計上す
べき費用が含まれていても教育経費として認識する会計処理をとって
いることが要因となっていると考えます。

POINT

POINT

研究経費とは、研究設備の購入等研究を進める際に直接的に必要と
される費用と研究施設・設備にかかる水道光熱費等の間接的に研究を
支援するために係る費用の合計額を指します。

平成 29 年度の主な支出としては、「海洋利用の新時代に向けた海
洋環境観測・生態系ストレス検出技術の刷新（平成 28 年度新規事
項）」の継続及び「船舶・海洋オペレーションセンター」設置による
洋上教育・研究実施組織の整備、学長裁量経費による重点研究の推進、
教育等施設基盤経費の予算措置が挙げられますが、教育経費と同様、
平成 28 年度に（旧）神鷹丸売払収入を使用した事業があったこと等
により、対前年度 38 百万円減の 564 百万円となっており、経常費
用の 6.6% を占めています。

受託研究等以外を財源とする研究費も研究基盤維持のため重要な位
置を占めており、運営費交付金の他、補助金や寄附金等の安定的な予
算確保と効率的な執行による質の高い研究の推進・継続が求められま
す。

POINT

※本表には、「科学研究費補助金等」、「受託事業」、「共同研究」、「受託研究」は含まれていません。

※本表には、「科学研究費補助金等」、「受託事業」、「共同研究」、「受託研究」は含まれていません。
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Ⅲ．教育研究支援経費の状況

教育研究支援経費の推移（直近 3 ヵ年度）

Ⅳ．一般管理経費の状況

一般管理費の推移（直近 3 ヵ年度）

一般管理費率の推移（直近 3 ヵ年度）

教育研究支援経費とは附属図書館等、特定の学部に所属せず、法人
全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は
組織の運営に係る経費を指します。これらの組織は、教育・研究双方
の支援を目的として設置されている組織であることから教育・研究い
ずれにも区分せず単独で教育研究支援経費として区分することとされ
ています。

本学では附属図書館のほか、情報処理センター（現：総合情報基盤
センター）やステーション施設を有する水圏科学フィールド教育研究
センター、明治丸海事ミュージアム等の運営に係る支出を教育研究支
援経費に指定しております。

平成 29 年度の教育研究支援経費は、対前年度 47 百万円増の 404
百万円となっており、経常費用全体の 4.7% を占めています。

増加要因としては、各ステーションの利用増に伴う水道光熱費及び
教育等施設基盤経費予算を使用した修繕費等の増加が挙げられます。
なお、平成 29 年度も、平成 26 年度より継続している水産海洋イノ
ベーションコンソーシアム構築事業を実施し、高度なスキルを有した
実践的研究支援人材の安定的育成に資しています。

一般管理費は大学を支えるために必要な管理運営に要する経費であ
り、本学では主として大学全体に係る清掃料や警護委託料、各種租税
公課、定期刊行物の経費を計上しています。

一般管理費は大学の事業量に比例し増減する傾向がある一方で、教
育経費や研究経費とは異なり節約などの削減効果が大きい経費でもあ
ります。

平成 29 年度は、平成 28 年度に新学部設置に向けた入試広報関係
費や給水設備等ライフライン再生工事（越中島）による修繕費等に
より一般管理費が増加していたことにより、対前年度 48 百万円減の
310 百万円となっています。なお、長期的な視野での経費の削減を
図るために、水道光熱費について LED 電灯への切替や電話契約の見
直しを行い、消耗品等について他大学との共同調達の品目を増やし契
約単価の引き下げをする、等の事務費用削減の取り組みを行っていま
す。

一般管理費率は、一般管理費が経常費用（教育経費、研究経費、受
託研究等経費、教育研究支援経費、人件費、一般管理費）全体に占め
る率を指し、この率が低ければ低いほど好ましいとされています。

平成 29 年度の一般管理費率は 3.6% となっており、これは平成
28 年度の文部科学省による大学分類 B グループ（P.13）の平均 5.0%
を大きく下回る結果となっております。

本学の一般管理費率は同特性の大学からみて、例年低い数値となっ
ていますが、今後も管理運営に係る経費について見直しを進めていく
ことで、より効率的な大学運営を可能とし、大学の本分である教育・
研究活動に、限られた資源を有効に活用するよう努力してまいります。
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Ⅴ．財務諸表（平成 29年度決算の概要）

貸借対照表の概要
貸借対照表は国立大学法人の財政状況について貸借対照表日（期末日）におけるすべての資産、負債及び純資産（資本）

を示したものです。

資産 106,281 百万円〈対前年比 △ 1,557 百万円（1.4％）減〉
資産の主な増減要因としては、固定資産においては、実験実習施設自家発電機（吉田）等による資産増加に対し、減価償却が大きく進んだことによる資

産価値の減少が上回った結果、1,977 百万円の減少となったことが挙げられます。
また流動資産においては、投資有価証券が償還期限一年を切ったことによる振替によりその他の有価証券が 581 百万円増加した一方で、前年度までの

未払金及び退職金の支払いにより現金及び預金が 163 百万円減少しており、流動資産全体でみると 420 百万円の増加となっています。結果、前年度と比
較し資産全体で 1,577 百万円の減少となりました。

負債 6,037 百万円〈対前年比 △ 648 百万円 （9.7％）減〉、純資産 100,243 百万円〈対前年比 △ 910 百万円 （0.9％）減〉
負債の主な増減要因として、業務達成適用事業において翌年度以降に使用するため等による運営費交付金債務の 112 百万円の増加、減価償却に伴う資

産見返負債（固定負債）の減少及び調査費の減による建物安全対策引当金 47 百万円の減少が挙げられます。結果、前年度に対し 648 百万円の減少となっ
ています。

純資産の主な増減要因としては、特定償却資産の減価償却が進んだことにより損益外減価償却累計額が増加し資本余剰金が減少したことが挙げられま
す。結果、前年度に対し 910 百万円の減少となっています。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

注）百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

注）百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

財務情報については、右記ホームページに掲載しています。　https://www.kaiyodai.ac.jp/disclosure/finance/ 

28 年度 29 年度 前年度比
資産 107,838 106,281 △ 1,557

固定資産 104,693 102,716 △ 1,977
土地 88,358 88,358 0
建物・構築物 6,028 5,602 △ 426
工具器具備品・機械装置 1,489 1,097 △ 392
船舶 5,724 5,183 △ 541
建設仮勘定 1 41 40
投資有価証券 864 231 △ 633
その他の固定資産 2,229 2,204 △ 25

流動資産 3,145 3,565 420
現金及び預金 2,872 2,709 △ 163
その他の有価証券 52 633 581
その他の流動資産 221 223 2

28 年度 29 年度 前年度比
負債 6,685 6,037 △ 648

固定負債 3,255 2,868 △ 387
資産見返負債 2,876 2,607 △ 269
建物安全対策引当金 126 78 △ 48
その他の固定負債 253 183 △ 70

流動負債 3,430 3,169 △ 261
運営費交付金債務 38 150 112
寄附金債務 1,947 1,962 15
未払金・未払消費税等 1,235 826 △ 409
その他の流動負債 210 231 21

純資産 101,153 100,243 △ 910
純資産 101,153 100,243 △ 910

資本金 104,718 104,718 0
資本剰余金 △ 4,187 △ 5,191 △ 1,004
利益剰余金 622 717 95

固定資産
耐用年数一年以上かつ取得金額
50 万円以上の資産。

資産見返負債
運営費交付金、授業料、寄附金
等を財源として購入した償却資
産に対し計上される負債。

主な増減理由
建物・構築物
工具器具・機械装置・船舶
施設費等による資産の取得より
も、減価償却が多く進んだこと
及び除却による減少。

投資有価証券・
その他の有価証券
投資有価証券が一年以内償還予
定有価証券になったことによる
減少及び増加。

現金及び預金
前年度までの未払金及び退職金
の支払いによる減少。

主な増減理由
資産見返負債
資産の取得に比べ減価償却が多
く進んだことによる減少。

建物安全対策引当金
引当金事業の執行及び東京都協
議による引当金戻入による減少。

運営費交付金債務
退職手当及び業務達成基準事業
等の次年度繰越による増加。

未払金
退職手当等の未払金の支払が進
んだことによる減少。

資本剰余金
施設費・目的積立金等を財源と
して購入した資産の減価償却が
進んだことによる減少。

建設仮勘定
完成前（工事中）の資産に要し
た支出。

寄附金債務
使途が特定された寄附を法人が
受入れた際に発生する寄附金を
使用して履行すべき責務を会計
上表示したもの。

投資有価証券
一年以内に満期の到来しない国
債等の債権。
※償還期限が一年を切った場合
流動資産（その他の有価証券）
へと振替を行います。

資本剰余金
施設費、目的積立金を財源とし
て購入した資産に対し計上され
る科目。
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損益計算書の概要
損益計算書は一会計期間における国立大学法人の運営状況について示したものです。国立大学法人会計基準等による会計

処理によって作成されたものであるため、企業会計における経営成績を示したものとは異なります。

Ⅵ．教育研究環境の整備充実

実験実習施設自家発電機（吉田）

経常費用　8,604 百万円 〈対前年比 △ 359 百万円（4.0%） 減〉
経常費用の主な増加要因として、各ステーションの水道光熱費及び教育等施設基盤経費予算を使用した修繕費の増加等により教育研究支援経費が 47

百万円増加したことが挙げられます。一方、前年度に（旧）神鷹丸売払収入を使用していたことに伴い教育経費が 187 百万円減少したこと及び退職給付者
の減等により人件費が 124 百万円減少したことによって、経常費用全体では 359 百万円の減少となりました。

経常収益　8,627 百万円 〈対前年比 △ 158 百万円（1.8％） 減〉
経常収益の主な増加要因として、補助金等収益が 30 百万円増加したこと等が挙げられます。一方、次年度事業のため繰越したこと等により運営費交付

金収益が 109 百万円減少したこと等から、経常収益全体では 158 百万円の減少となりました。

当期総損益 96 百万円 〈対前年比 135 百万円（346.2％） 増〉
臨時利益として建物安全対策引当金戻入益 43 百万円及び受取保険金 29 百万円等を、臨時損失として固定資産除売却損 4 百万円等を計上した結果、平

成 29 年度の当期総損益は 135 百万円（当期総利益）となっています。

（単位：百万円）

（着工前：１階原料加工室　自家発電機なし） （完成後：１階原料加工室　自家発電機）

注）百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

28 年度 29 年度 前年度比
経常費用 8,963 8,604 △ 359

教育経費 1,421 1,234 △ 187
研究経費 602 564 △ 38
教育研究支援経費 357 404 47
受託研究費 532 522 △ 10
共同研究費 206 204 △ 2
受託事業費 15 18 3
人件費 5,469 5,345 △ 124
一般管理費 358 310 △ 48
財務費用 3 3 0

経常収益 8,785 8,627 △ 158
運営費交付金収益 5,377 5,268 △ 109
学生納付金収益 1,598 1,600 2
受託研究収益 579 564 △ 15
共同研究収益 207 205 △ 2
受託事業収益 15 18 3
寄附金収益 154 173 19
施設費収益 84 52 △ 32
補助金等収益 55 85 30
資産見返負債戻入 440 378 △ 62
その他収益 276 284 8

臨時損失 3 4 1
臨時利益 56 75 19
当期純損益 △ 126 95 221
目的積立金取崩額 0 0 0
前中期目標期間繰越積立金取崩額  87 1 △ 86
当期総損益 △ 39 96 135

主な増減理由
人件費
退職金支給者が減少したこと及
び超過勤務手当縮減による減
少。

教育経費・研究経費
前年度（旧）神鷹丸売払収入を
含む予算の消耗品 / 備品費の増
による減少。

教育研究支援経費
図書の除却、船舶燃料費の増、
組織改編に伴う費用配分の変更
等による増加。

一般管理費
事務系等管理用消耗品費及び
施設費等による修繕費の減少。 

運営費交付金収益
退職手当及び船舶修繕費の次年
度繰越額分の増加による減少。 

補助金等収益
機能強化促進費の補助金化等に
よる増加。

臨時利益
建物安全対策引当金戻入益の増
加による増加。

臨時損失
固定資産の除却による増加。

運営費交付金収益
一部の例外的な処理を除き、原
則業務の進行が期間の進行に対
応するものとみなして収益化を
行います。

（期間進行基準）

受領額よりも節減して支出を
行った場合利益が、反対に受領
額よりも多く支出した場合損失
が期末に計上される仕組みと
なっています。

資産見返負債戻入
運営費交付金・授業料・寄附金等
財源で購入した資産の減価償却
に併せ発生させる見合いの収益。

資産見返負債戻入を計上するこ
とで、減価償却費が当期総利益
に与える影響を相殺することが
出来ます。

財務報告編 12



Ⅶ．財務分析指標の状況

12 大学について
文部科学省による分類である B グループに属する大学で、学生収容定員に占める理工系学生数が文科系学生数の概ね２

倍を上回る国立大学法人について比較分析しています。分類された大学は以下のとおりです。
室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、東京農工大学、東京工業大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学
大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学、鹿屋体育大学
※本報告書では、鹿屋体育大学を集計から除外しています。

流動比率とは
流動資産（一年以内に現金化される資産）÷ 流動負債（一年以内に支払期限を迎える負債）によって求められる短期的な支払能力をみる指標です。
流動比率が 100％を下回っていると企業会計上、法人運営における短期的な安全性（支払能力）に問題があると推測されます。平成 29 年度は、固定資産

である投資有価証券から償還期限一年以内の有価証券への振替により、流動資産が増加したため、流動比率は 100％を超えておりますが、例年は上記表の通 
り、100％に満たない数値となっております。

【参考】本学の流動比率が 100％に満たない理由について
東京海洋大学をはじめ全国立大学が依拠する国立大学法人会計基準では、国民のみなさまから教育・研究などの特定業務の実施のために寄附金をいただ

いた場合、大学法人が当該業務を実施する義務を負うものと考え、寄附金債務として流動負債に計上するよう規定しています。（一部例外を除く）
また本学では持続的・安定的な寄附事業遂行のため、いただいた寄附金の一部を財源として長期国債を取得することにより運用利息を得ております。長

期国債は区分上固定資産にあたるため寄附金を原資として長期国債を購入した場合、固定資産（長期国債）の増加に応じ同額の流動資産（現金）が減少す
るため流動比率が悪化する要因となります。
例）
①寄附金 100 を受領した　                      　　  　 現金（流動資産）　  100 ／寄附金債務（流動負債）100（流動比率 100％＝流動資産 100÷ 流動負債 100）
②①の寄附金を原資として長期国債を 50 取得した　長期国債（固定資産）50 ／現金（流動資産）　　　　50（流動比率　50％＝流動資産　50÷ 流動負債 100）

上記会計処理の影響を受け、本学の流動比率は平成 29 年度を除き 100％を切る結果となっています。ただし、国立大学法人特有の会計処理を排除し民
間企業と同様の計算式で再計算すると比率は 100％を超える結果となる（平成 29 年度は 337.2％）ことから本学の短期的安全性は一定の担保がなされている
と判断できます。

POINT （詳細）流動比率について

平成
27 年度

平成
28 年度

平成
29 年度

12 大学平均
（平成28年度） 解説 判断基準

■健全性に関する財務指標

流動比率 94.7% 91.7% 112.5% 80.1% 短期的な支払能力を見る指標。 数値が大きいほど支払余力があると判断され
る。

貸倒比率 8.7% 6.4% 7.1% 5.8% 未収の学生納付金について、期中にどれ
だけ貸倒損失が生じたかを示す指標。

数値が小さいほど、債権管理が良好と判断さ
れる。

未収学生納付比率 1.5% 1.6% 1.7% 1.9% 学生納付金のうち、期末の未収額がどの
程度か示す指標。

数値が小さいほど、徴収管理が良好と判断さ
れる。

■活動性に関する財務指標

教育・研究経費率 56.8% 86.8% 86.0% 79.8% 総支出に占める教育研究経費の割合を示
す指標。

数値が大きいほど、教育研究に充てられる財
源が多いと判断される。

学生当たりの教育経費 591 千円 529 千円 465 千円 342 千円 学生一人当たりの教育に要する経費を示
す指標。

数値が大きいほど、学生一人当たりの教育に
要する経費が高いと判断される。

教員当たりの研究経費 2,986 千円 2,456 千円 2,284 千円 3,832 千円 常勤教員一人当たりの研究活動を経費面
で示す指標。

数値が大きいほど、研究活動で使用される経
費が大きいと判断される。

教員当たりの学生数 11 人 11 人 11 人 13 人 常勤教員一人当たりの受け持ち学生数を
示す指標。

数値が大きいほど、教員一人当たりの受け持
ち学生が多いと判断される。

維持管理費率 3.6% 3.5% 3.0% 2.0% 土地を除く有形固定資産の維持管理費用
がどの程度か示す指標。

数値が大きいほど、維持管理の水準が高いと
判断される。

■発展性に関する財務指標

外部資金比率 8.5% 13.8% 14.5% 17.0% 収入に占める外部資金の比率を示す指
標。

数値が大きいほど、外部資金への依存度が高
いと判断される。

寄附金比率 1.1% 1.8% 1.9% 2.5% 収入に占める寄附金の比率を示す指標。 数値が大きいほど、寄附金への依存度が高い
と判断される。

■効率性に関する財務指標

水道光熱費率 3.0% 2.7% 2.9% 3.0% 水道光熱費が業務費に占める割合を示す
指標。

数値が大きいほど、水道光熱を業務に伴い消
費する程度が高いと判断される。

人件費率 60.4% 63.6% 64.5% 59.9% 人件費が業務費に占める割合を示す指
標。

数値が大きいほど、労働集約的な費用構造に
あると判断される。

一般管理費率 3.7% 4.0% 3.6% 5.0% 経常費用に占める一般管理費の割合を示
す指標。

数値が大きいほど、管理的経費が高いと判断
される。

■収益性に関する財務指標

自己収入比率 32.1% 34.2% 35.3% 42.3%
科学研究費補助金等を含む法人の恒常的
な収益のうち、どれだけ自己収入が占め
ているかを示す指標。

数値が大きいほど、財政の自立性が高いと判
断される。

学生納付金収益比率 16.9% 18.2% 18.5% 23.9% 学生納付金収益が経常的な収益に占める
比率を示す指標。

数値が大きいほど、経常的収益のうち教育活
動に伴う収益の割合が高いと判断される。

教員当たりの
産学連携経費等受入額 4,155 千円 4,220 千円 4,081 千円 4,999 千円 常勤教員一人当たりの外部資金の受入額

を示す指標。
数値が大きいほど、教員一人当たりの外部資
金の獲得額が高いと判断される。

教員当たりの
科学研究費補助金受入額 961 千円 1,099 千円 1,264 千円 1,519 千円 常勤教員一人当たりの科学研究費補助金

の受入額を示す指標。
数値が大きいほど、教員一人当たりの科学研
究費補助金の獲得額が高いと判断される。
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参考資料　国立大学法人の会計制度
広くみなさまに本学の財務状況を理解いただくために、国立大学法人会計の独特な仕組みについてご説明いたします。（理

解を容易にするため、説明は単純化しています。）

１．国立大学法人と官庁会計、企業会計との違い
国立大学法人の会計制度は、企業会計原則を基本としながらも、国立大学という公共的な性格や特殊性を踏まえ、民間企

業とは異なる独特な会計制度（国立大学法人会計基準）が採用されています。

２．国立大学法人の財源（収入源）
国立大学法人は、学生からの納付金（授業料、入学料、検定料）やみなさまからの寄附金などの自己収入と、国から交付

される運営費交付金などで運営されています。それぞれの収入は、収入の性質に応じて会計処理されます。

３．国立大学法人会計独特のしくみ
（１）収益化の考え方

運営費交付金や授業料等は、その資金を用いて確実に業務（教
育・研究）を遂行する義務を負うと解釈されることから入金時に
負債計上されますが、原則として期間の進行に応じて収益に計上
され、債務は消滅します。

（２）損益均衡を前提とする会計処理
計画された業務を計画通りに実施すれば損益が均衡する仕組み

となっており、制度設計上は利益の獲得を予定していません。

（３）国立大学法人の利益
損益均衡を前提とした制度の一方で、計画された業務を効率よく実施したり経費削減を達成すること（運営努力）により

費用が低減した場合、利益が発生します。
各年度において獲得した利益のうち、大学の運営努力によるものとして文部科学大臣から繰越承認を受けた利益は、「目

的積立金」として中期計画に定める使途に従い次年度以降の教育・研究事業に使用することが可能となります。教育・研究
の充実のために「目的積立金」を使用することで、学生をはじめ国民のみなさまに利益が還元される仕組みとなっています。

※国から交付される資金は税金が財源となります。

国立大学法人会計 官庁会計 企業会計

目的 財政状態・運営状況開示 予算とその執行状況の開示 財政状態・経営状態の開示

利害関係者 国民その他の利害関係者 国民、住民 株主、投資家、債権者等

記帳形式 複式簿記 単式簿記 複式簿記

認識基準 発生主義 現金主義 発生主義

利益の獲得 目的としない 目的としない 目的とする

運営費交付金

施設費

補助金

学生（納付金）

国民（寄附金）

企業等（研究費）

その他

国 国立大学法人

自己収入公的補助

学生、企業、国民のみなさま

例

入金時、負債計上
（B/S）現金預金 100 運営費交付金債務 100（B/S）

物品購入時、費用計上
（P/L）費用 100 現金預金 100（B/S）

決算時、収益計上　
（B/S）運営費交付金債務 100 運営費交付金収益 100（P/L）
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東京海洋大学基金について　　▶ https://www.kaiyodai.ac.jp/overview/kikin/index.html

2011 年（平成 23 年）に「東京海洋大学基金」を設立し、優秀な学生への修学支援をはじめ、サークルや学生ボランティアへの活動支援に活
用させていただきました。また、2016 年（平成 28 年）の税制改正に伴い、「修学支援事業基金」を設立し、経済的理由で修学を断念すること
がないよう給付型の奨学金として学生を支援しています。

平成 29 年度にいただいたご寄附は、次の事業の推進・整備を図るため有効に使わせていただきました。

平成 29 年度実績
○サークル活動をはじめ、大学祭等の大学行事、フレッシュマンセミナー、学生ボランティア等の活動支援など。
○困窮学生への学資支給事業（修学支援事業基金）　
○明治丸の維持管理や、戸田艇庫の改修など。

平成 29 年度　東京海洋大学基金収支

　　　　

同窓会について
「一般社団法人　楽水会」　▶ http://rakusui.or.jp/

楽水会は、水産業及び海洋に関する学術的進歩への貢献・支援とともに、東京海洋大学と学生の支援、加えて会員の資質向上及び親睦をはかる
ことを目的として、東京海洋大学海洋生命科学部（旧東京水産大学）の卒業生等を会員とする同窓会組織です。

「一般社団法人　海洋会」　▶ http://www.kaiyo-kai.com/
海洋会は「海事に関する学術その他諸般の事項を調査研究しその発展に資するとともに、会員の親睦を図ること」を目的として、東京海洋大学

海洋工学部（旧東京商船大学）の卒業生等を会員とする同窓会組織です。

校友会について
「東京海洋大学校友会」　▶ https://koyu.kaiyodai.ac.jp/

平成 29 年度より新たな学部として「海洋資源環境学部」を設置し、 また各学部においても改組再編を行い、国内における唯一の海洋系総合大
学としてその体制を強固なものとしました。この改革を機に、さらに社会全体における本学の存在を強くアピールしていく必要があることから、
全学的に在学生、卒業生、修了生、 在学生・卒業生の保護者、教職員、各同窓団体等の新たな交流を活発化させ、 大学との関係を緊密にし、連携
を強化することにより、 大学の発展に寄与することを目的として、平成 30 年 4 月より発足しました。

大学の概要について
詳しい内容等については、下記 WEB サイトをご覧下さい。

▶東京海洋大学　https://www.kaiyodai.ac.jp/
▶大学概要　　　https://www.kaiyodai.ac.jp/etc/guidebook/overview/index.html

受賞報告・新聞・テレビ報道等
本学の研究成果等が認められ、受賞報告が 18 件ありました。また、各種メディアにも多数取り上げられました。
▶詳しくは、WEB サイトをご覧下さい。

［受  賞  報  告］　https://www.kaiyodai.ac.jp/overview/publicrelations/prize/index.html
［新　　　　聞］　https://www.kaiyodai.ac.jp/overview/publicrelations/newspaper/index.html
［テレビ報道等］　https://www.kaiyodai.ac.jp/overview/publicrelations/media/index.html

海 洋 の 未 来 を 拓 く た め に

平成 30 年 12 月発行
東京海洋大学　平成 29 年度年次報告書
編集・発行：東京海洋大学総務部総務課広報室

東京海洋大学財務部財務課

【受入の部】 （単位：千円）
区分 金額 備考

寄附金 29,318
受取利息 97

合計 29,415

【支出の部】 （単位：千円）
支援事業 金額 備考

学生の修学支援 4,683 サークル活動への補助　他
学術資料収集・管理 200 ブックハンティング補助
学資支給事業 3,000 修学支援事業基金
明治丸維持管理等 1,274
戸田艇庫改修 7,783
その他 2,514 基金パンフレット作成　他

小計 19,454
次年度繰越金 9,961

合計 29,415




